
独立行政法人国立青少年教育振興機構の
平成１８年度に係る業務の実績に関する評価

全体評価
①評価結果の総括
旧青少年教育３法人が統合され、事業の業務体制の構築やシステムの一元化など様々な取組みが行われ、新法人の業務運営
体制が整備されており、ある程度評価できる。今後は、これらの資源の融合・活用のための取組みを行うことにより成果が具
現化することを期待する。

＜参考＞
・業務の質の向上：Ａ ・財務内容の改善：Ａ・業務運営の効率化：Ｂ 等

③評価結果を踏まえ今後の法人が進むべき方向性

（イ）今後の取組みによる成果を具現化させ、旧法人の
活動に比べ何が変容したかという点を明確にすべき
である。（項目別－１～２参照）

（ロ）機構が実施する事業の成果を他の事業に反映させ
るなど、各事業を有機的に連携させることを期待す
る。（項目別－16参照）

（ハ）公立青少年教育施設等の先導的立場であることを
自覚し、職員研修等により、職員の資質向上を図る
ことを期待する。（項目別－７参照）

②評価結果を通じて得られた法人の今後の課題

（イ）新法人の業務運営体制の整備に当たり、様々な取組
みが行われているが、これらの取組みによる成果を具現
化させることが必要。（項目別－１～２参照）

（ロ）国の政策課題等に対応した専門的な調査研究を実施
し、その成果を国の施策や企画事業等に反映させること
が必要。（項目別－16参照）

（ハ）機構が実施する青少年教育指導者等の研修事業にお
いて、講師を安易に外部に委ねるだけではなく、職員を
講師として活用することが必要。（項目別－７参照）
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項目別評価総表

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

Ⅰ　業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 Ｂ
１　青少年をめぐる諸課題への総合的・効率的な対応状況 Ｂ
２　企画立案機能の強化状況 Ｂ
３　業務の効率化状況 Ａ
４　施設の効率的な利用の促進状況 Ｂ

Ａ

１　企画事業の実施状況 Ａ
２　研修支援事業の実施状況 Ａ
３　連絡・協力の促進に関する取組状況 Ａ
４　調査研究事業の実施状況 Ｂ
５　助成業務の実施状況 Ａ
６　附帯業務の実施状況 Ａ

Ⅲ　予算、収支計画及び資金計画 Ａ
収入の確保等の状況 Ａ

Ⅳ　短期借入金の限度額 －
短期借入金の借入状況 －

Ⅴ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 －
重要財産の処分等状況 －

Ⅵ　剰余金の使途 －
剰余金の使用等の状況 －

Ⅶ　その他文部科学省令で定める業務運営に関する事項 Ａ
１　施設・設備の整備状況 Ａ
２　人事管理の状況 Ａ

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

中期目標期間中の評価の経年変化※項目名

Ⅱ　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
　　 を達成するためにとるべき措置

独立行政法人国立青少年教育振興機構の平成１８年度に係る業務の実績に関する評価

総表－ 1 



独立行政法人国立青少年教育振興機構
【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度
収入 支出
運営費交付金 11,522 運営費 12,598
施設整備費補助金 1,269 一般管理費 7,247
事業収入等 1,047 人件費 5,123
基金運用益 132 管理運営費 2,124
受託収入 56 業務経費 5,351
寄付金収入 15 事業費 3,159
臨時受取保険金 92 基金事業費 2,192
その他の収入 51 施設整備費 1,269

受託事業費 56
災害復旧費 92

計 14,184 計 14,015

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

（単位：百万円）
１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

費用 収益
経常費用 12,689 運営費交付金収益 11,283
事業経費 8,341 事業収入 1,047
管理運営費 4,147 受託収入 56
受託経費 56 資産見返運営費交付金戻入 73
減価償却費 145 資産見返物品受贈額戻入 2
財務費用 4 基金運用益 132
臨時損失 156 施設費収益 94

寄附金収益 15
雑益 30
臨時利益 157

計 12,849 計 12,889
純利益 40
目的積立金取崩額 0
総利益 40

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
臨時損失：ファイナンス・リースに係る過年度修正による損失、損害保険適用の災害に係る損失
臨時利益：ファイナンス・リースに係る過年度修正による利益、損害保険料受取額等

区分 区分

区分 区分
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（単位：百万円）
１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

資金支出 資金収入
業務活動による支出 13,809 業務活動による収入 12,919
投資活動による支出 2,310 運営費交付金による収入 11,522
財務活動による支出 69 事業収入 1,048
翌年度への繰越額 2,360 受託収入 70

基金運用益 132
寄付金収入 15
その他の収入 132
投資活動による収入 2,272
施設整備費補助金による収入 1,269
有価証券償還による収入 1,000
有形固定資産の売却による収入 3
財務活動による収入 17
民間出えん金 17

921
前年度よりの繰越金 2,419

計 18,548 計 18,548

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載） （単位：百万円）
１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

資産 負債
流動資産 2,482 流動負債 2,518
固定資産 114,607 固定負債 681

負債合計 3,199
資本
資本金 123,687
資本剰余金 △ 9,841
利益剰余金 44
（うち当期未処分利益） 40

資本合計 113,890
資産合計 117,089 負債資本合計 117,089

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）
資本剰余金は、「独立行政法人会計基準」に基づき、特定の償却資産の減価に係る会計処理を行ったこと等によるもの。

区分 区分

青年の家等の資産承継による資金増加額

区分 区分
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（単位：百万円）
１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

Ⅰ　当期未処分利益
当期総利益 40
　 　

Ⅱ　利益処分額
積立金 40
　
　

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

定年制事務職員 613
任期制事務職員 －

※職種は法人の特性によって適宜変更すること
各年度４月１日現在

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

職種※

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）
区分
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S A B
C F
評定

Ⅰ ※

 　

　

　 　

　

　旧青少年教育３法人の統合に
当たり、旧法人間の人事異動や
システムの一元化を行うととも
に、全教育拠点において全年齢
期の青少年を対象とした受け入
れの整備を行うなど、資源の融
合・活用のための取組みが行わ
れており、ある程度評価でき
る。
　今後はこれらの取組みを行う
ことにより成果が具現化するこ
とを期待する。
　また、旧青少年教育３法人が
統合し新法人が発足したことに
より、これまでと比べ何が変容
したかという点を明確にすべき
である。

評 価 に 係 る 実 績

○資源の融合・活用状況

・旧国立少年自然の家→機構本部・国立青少年センター

・旧国立青年の家→旧国立少年自然の家

機構内人事異動

 

20名

2名

・旧国立青年の家→機構本部・国立青少年センター

１．人的資源の融合・活用状況

　業務運営の効率化に関する目標を達成するため
にとるべき措置

各委員の協議により、評定を
決定する。

評 価 基 準

Ｓ Ａ

独立行政法人国立青少年教育振興機構の平成１８事業年度に係る業務の実績に関する評価

○業務運営の効率化に関する事項

（１）各年齢期を通じた、青少年をめぐる諸課題
に対応した総合的な事業展開と、より実践的かつ
効果的な各種の教育プログラムの開発による事業
の推進を図るため、旧独立行政法人国立オリン
ピック記念青少年総合センターが有していた国内
外の青少年教育に関する知見や旧独立行政法人国
立青年の家及び旧独立行政法人国立少年自然の家
が有していた青少年への教育的指導の成果など、
旧青少年教育３法人が有していた人的・物的・知
的資源を融合し、活用する。

評 定

留　意　事　項Ｃ Ｆ
中 期 計 画 の 各 項 目

Ｂ

評　価　指　標
又　は

評　価　項　目

１．青少年をめぐる諸課題への総合的・効率的
  な対応

10名

３．知的資源の融合・活用状況

　財務会計システム等の基盤業務システムの統合に伴い、専用パソコンを各地方教育拠点に配布し、余剰
となったパソコンを機構本部に集約した後、Windows９８のサポート停止に伴い、パソコンが不足した地方
教育拠点へ再配分した。

Ｗeb会議の活用に伴う旅費の削減や現有パソコンの有効活用により、効率的な経費の執行に努めた。

必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述

Ｂ

Ｂ

２．物的資源の融合・活用状況

　その他、機構本部でコアカリキュラムを策定し、ブロックごとに体系的な指導者研修事業を実施する
等、２８の教育拠点が相互に連携・協力し、これまでの事業の知識・ノウハウを活かした事業を実施し
た。

　機構の発足に伴い、本部を東京都に設置したことから、旧国立青年の家及び旧国立少年自然の家から職員を
本部及び国立青少年センターへ異動させ、旧青少年教育３法人の知見やノウハウを活かし、円滑な事務の移行
と体制の構築を図った。

　企画事業において、各教育拠点でこれまで蓄積してきた青年対象・少年対象事業の知識・ノウハウ・成
果を踏まえ、統一テーマや重点テーマ、事業方針を策定し、全国的・一体的な事業展開を図った。平成１
９年度にブロック内の教育拠点が連携して実施する「統合のメリットを活かした事業」についての企画検
討や各教育拠点の現状分析と情報交換を行い、事業を計画した。

　旧青少年教育３法人がそれぞれ有していた人的資源を、統合により人員管理の一元化が可能となり、青少年
をめぐる諸課題に対応するための、迅速かつ効果的な人員配置が行えることとなった。また、３名の職員を実
地研修として他の教育拠点に派遣し、職員の資質向上を図るとともに業務運営の効率化を図った。

計　34名

(１)

(１)

(２)

　Web会議システムの導入により、機構本部と地方教育拠点間の情報伝達の迅速化をより推進し、事務の効
率化及び旅費の削減を図った。

・旧国立少年自然の家→旧国立青年の家 2名

(２) 　研修支援事業では、青少年教育に係る総合的・実践的な施策の推進を図るため、全教育拠点において全
年齢期の青少年を対象とした受け入れの整備を行った。また、安全管理の指針を作成し、事故防止の徹底
や、全教育拠点で共通に取り組む課題の整理、青少年教育施設の利用による教育的効果を明らかにする調
査を行う等、利用者サービスの向上に向けた一体的な取組を行った。

(３) 　教育拠点が共同で調査研究協力者会議を設置し、調査研究体制の構築を図り、実践を活用した実証的な
調査研究を実施する等、各教育拠点の連携による調査研究事業を実施した。

〔段階的評定の区分〕
Ｓ：特に優れた実績を上げている。
Ａ：中期計画どおり、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調、
　　または中期目標を上回るペースで実績を上げている。
Ｂ：中期計画どおりに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、
　　中期目標を達成しうると判断される。
Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要
　　である。
Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。

項目別－ 1



　 　

　

　旧青少年教育３法人の統合にあたっては、それぞれが有していた知見・ノウハウを活かした体制の構築及び
事業運営の推進を図る必要があり、知的資源の融合は必要不可欠である。そのため、本部と教育拠点間の連携
を促進しつつ事業を実施するとともに、基盤業務等の各種システム開発を行った。

企画事業

2

　以上のように、機構発足初年度に青少年教育のナショナルセンターとしての事業体系の構築を図り、国の政策課
題や喫緊の青少年教育の課題に対応した事業を実施するとともに、統一テーマや重点テーマの策定により、一体的
な事業を展開することができた。
　また、管理運営業務の本部一元化を図り、一体的かつ効率的な事業運営に努めた。

（２）機構において開発した教育プログラムを、
機構が企画して実施する事業（以下、「企画事
業」という。）や青少年教育指導者その他の青少
年教育関係者及び青少年が行う教育的研修の支援
を行う事業（以下、「研修支援事業」という。）
において広く実践し、その実践成果や助成事業・
調査研究事業等の成果等を踏まえてより効果的な
教育プログラムの開発を行うなど、各事業を有機
的に連携させる。

○各事業の有機的な連携状況

－

32合計

２．企画立案機能の強化

　各地域の青少年教育振興の拠点となっている各
地方施設（以下、「地方教育拠点」という。）
の、地域のニーズや教育課題などを踏まえた企画
立案機能の必要性も考慮しつつ、本部において企
画立案業務を集中的・統一的に行い、本部の企画
立案機能を充実強化する。

○企画立案機能の強化状況
Ｂ 　企画立案機能の充実強化を図
るため、組織を整備し、中期目
標期間を通じて取り組むべき統
一テーマの下、重点テーマの策
定や特別事業を設定するととも
に、管理運営業務等の集中化・
一元化等を図るなど、体制の整
備を行ったことはある程度評価
できる。
　今後はこれらの取組みを行う
ことにより成果が具現化するこ
とを期待する。

③　管理運営業務等の集中化・一元化等
　ア．管理運営業務の一元化
　　　機構の管理運営業務に係る各種規程を策定し、機構本部で統一的な管理運営及び事業運営を図った。
　　　各教育拠点に係る施設業務運営委員会規程等の管理運営全般の規程策定するとともに、危機管理基本方針
　　を含む防災業務計画等の策定を行った。
　イ．人事管理業務の集中化
　　　人事管理システム・給与システム・共済システムの一元化を行い、人事関係業務の集中化・一元化を図る
　　とともに、人事削減計画を策定した。
　ウ．財務会計業務の集中化
　　　財務会計システムの一元化により、財務関係業務の集中化・一元化を図るとともに、５００万円以上の契
　　約業務や、資産管理業務の本部一元化を図った。
　エ．内部監査体制の整備
　　　監査業務を担当する監査室を設置するとともに、内部監査規程を策定するなど、内部監査機能の整備を
　　図った。

②　企画事業等の企画立案機能の集中化・一元化
　「青少年育成施策大綱」（平成１５年１２月決定）等を踏まえ、中期目標期間に取り組むべき統一テーマを「体
験活動を通した青少年の自立」とし、これを効率的に具現化するため、企画事業では、 統一テーマに係る課題の
中で特に喫緊・重要な課題として重点テーマの策定、各教育拠点の独自性を打ち出した「特別事業」を設定する
等、重点化を図った。
　また、教育拠点間の連携と、青年と少年を対象とした異年齢交流事業の一層の促進を図るため、全国を６ブロッ
クに分けて「課長プロジェクト」を立ち上げるとともに、事業系職員の研修の体系化を図り、効果・効率的な事業
運営を行った。

計

27

3

連絡協力促進事業

調査研究事業

2

0－ －

研修支援事業

3

　調査研究事業で検討したプログラムについて、企画事業で試行した上で検討を重ね開発したプログラムを研修支
援事業で活用することや、企画事業で実施したプログラムを研修支援事業で活用するなど、各事業の有機的な連携
を図り、質の向上に努めた。

研修支援事業

16企画事業

調査研究
事業

8

－

－

－

1 2

各事業の有機的な連携状況

(４) 　旧青少年教育３法人の統合に伴い、業務システムや人事・財務会計等の基盤業務システムの一元化、寄
付金の取扱いや情報セキュリティー対策等の各種取扱いの統一化により、管理運営業務を一元化し、業務
の効率化、情報の共有化を図った。

連絡協力
促進事業

①　企画立案機能充実のための組織の構築
　地域のニーズや教育課題などを踏まえ、旧青少年教育３法人にそれぞれあった本部機能を統合して３部６課体制
とした。全国的・一体的な事業展開を図るために、事業方針や重点テーマの策定、この方針をもとに各教育拠点が
提出する事業計画案の査定・承認などの機能を機構本部へ集中化し、企画立案機能の充実強化を図った。

項目別－ 2



　

　業務の効率化を図るため、職
員ポータルサイトの開設や基盤
業務システムの開発、情報資源
の有効活用を図るシステムの導
入などの事務の情報化や民間委
託の推進に取り組んでおり、評
価できる。
　これらの取組みなどを通じ
て、一般管理費、業務経費及び
人件費の削減について、大幅に
目標を上回っており、評価でき
る。
　今後とも、利用者サービスの
低下を招かないよう留意しつつ
業務の効率化に努めるととも
に、契約については、特に限度
額を超える随意契約を中心に、
契約内容の不断の見直しを行う
ことにより、一層の効率化を図
ることを期待する。

　新規に導入した「財務会計システム」は、ＥＲＰ※を基本とした法人向け企業会計システムであり、情
報資源の有効活用を図るため、従来、システム毎に管理していた債主情報等のデータベースや、システム
毎に入力していた支払（仕訳）情報などを、基本システムに一度入力することで関連システムに反映させ
ることができ、業務の効率化・簡略化を図るため「財務会計システム」を中心に「人事・給与システ
ム」、「共済組合事務システム」、「子どもゆめ基金システム」とのデータ連携を図った。

　企画事業の管理、実施事業の一般公開、調査研究事業の公開を目的とした｢企画事業データ管理システ
ム｣を構築した。

※ＥＲＰ（Enterprise Resource Planning）
　法人全体を経営資源の有効活用の観点から統合的に管理し、経営の効率化を図るための手法・概
念。具体的には、各部門ごとに別々に構築されていたシステムを統合し、相互に参照・利用できるよ
うにしようというもので、財務会計や人事などデータの一元管理、システムのバージョンアップや保
守点検の容易化、他部門の作業のリアルタイムな参照などを可能とするもの。

Ｗeb会議システムの導入

　また、地方教育拠点の研修支援事業管理及び利用統計処理のため、｢利用団体管理システム」を新規に構
築し、平成１９年度から施設使用料徴収のための｢財務会計システム｣との連携及び債権管理機能の追加を
図った。

(６)

(７)

　「Ｗeb会議システム｣を導入することにより、機構本部と各地方教育拠点間の情報伝達の迅速化をより推
進し、事務の効率化及び旅費の削減を図った。

　・国立若狭湾青少年自然の家

　＜平成１８年度の情報セキュリティ強化の実施教育拠点＞

事業データのシステム化と青少年教育情報提供機能の強化

○一般管理業務の効率化に向け
た取組状況

３．業務の効率化

（１）法人統合のメリットを最大限に生かしつつ
業務の効率化に努め、機構の業務運営に際して
は、一般管理業務の本部への一元化・集約化を図
り、また既存事業の見直し、効率化を図る。この
ため、一般管理費については、計画的な削減に努
め、中期目標期間中に旧青少年教育３法人の平成
１７年度予算の合計額に比べ１５％以上の縮減を
行うとともに、業務経費についても、中期目標期
間中、企画事業の重点化・戦略化等に取り組み
５％以上の縮減を行う。この際、企画事業の質の
低下等により教育機能の低下を招かないよう十分
配慮する。

Ａ

基盤業務のシステム開発

　法人統合に伴い、基盤事務の簡素化・効率化のため、「財務会計システム」、「人事・給与システ
ム」、「共済組合事務システム」、「法人文書ファイル管理システム」の新規導入・構築を図った。

(５) 情報資源の有効活用を図るデータ連携

(４)

(３) グループウェアの構築

　機構内グループウェアを構築し、統一的なメールサービスの提供、役職員スケジュール管理の一元化を
図り、情報の共有化を推進するとともに、情報の保護を図った。

　なお、情報セキュリティ強化は平成１９年度中に全拠点で実施予定である。

１．事務の情報化

　・国立大洲青少年交流の家

(１)

(２)

　また、機構本部及びセンターの新規採用者及び転入者を対象に、情報セキュリティ研修・パソコン研修
を実施し、機構職員の意識の向上を図った。

　・国立能登青少年交流の家

職員専用ポータルサイトの開設

　職員専用ポータルサイトを開設し、機構本部と各地方教育拠点間の迅速な情報の伝達及び共有化、規程
集をＷeb公開のみとすることによるペーパーレス化を推進した。なお本サイトはＨＴＭＬ自動生成機能を
導入し、特別な知識がなくてもサイト情報の更新を容易にできるようにし、業務及び経費の削減を図っ
た。
　また、人事事務業務の簡素化、ペーパーレス化を図るため、職員専用ポータルサイトを活用した給与明
細のＷeb公開及び個人調書のＷeb登録及び人事データベースを構築し、業務の効率化及び経費の削減を
図った。
情報セキュリティの強化及び研修

　・国立江田島青少年交流の家

　機構全体の情報セキュリティの向上を図るため、地方教育拠点に対し、機構本部及びセンターで導入し
ている、①個人情報保護対策、②対障害性の向上・共有化を図るデータの一元管理、③ウイルス対策ソフ
トのパターンファイル等の一括配信、を中心とした情報セキュリティシステムの導入を開始した。併せて
導入時に情報セキュリティ研修を実施し機構職員の意識の向上を図った。
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一般管理費の削減率

     

業務経費の削減率

  

人件費の削減率

主な新規外部委託

・

・

・

・

・

・

・

　

ボイラー運転・保守管理及び水道管理業務

庁舎管理（ボイラー運転保守管理及び警備業務）請負業務

（３）随意契約の状況

　予定価格が５００万円を超えるものは、原則、一般競争入札を行っており、契約の性質又は目的が競争を許
さないものなどの理由により随意契約を行っているものについては、契約に係る情報公開として８月よりホー
ムページ上で公表を行い、透明性を確保しているところである。平成１８年度において、一般競争入札は７８
件で契約金額の総計は１，９６７，４１８，１０６円、落札率は９２．７％であった。また５００万円を超え
る随意契約は１３件で契約金額の総計は２４６，４５２，４５５円であった。
　また、一般競争入札の拡大を図る目的で、契約事務取扱規則の見直しの準備を行った。

段差解消機（斜行型）点検業務

新規包括契約

国立乗鞍青少年交流の家

国立沖縄青少年交流の家

国立沖縄青少年交流の家

（２）包括委託の状況

海洋研修場監視業務

国立三瓶青少年交流の家

 

5.1%

（平成１７年度旧青少年教育３法人予算額合計）－（平成１８年度決算額）

（平成１７年度旧青少年教育３法人予算額合計）

3,373,854千円　－　3,159,330千円

3,373,854千円
≒6.4%

（平成１７年度旧青少年教育３法人予算額合計）－（平成１８年度決算額）

（平成１７年度旧青少年教育３法人予算額合計）

7,636,212千円　－　7,246,539千円

6.4%

国立乗鞍青少年交流の家

4,461,743千円　－　4,281,119千円

　外部委託については、従来から警備・清掃及びボイラー運転管理業務の他、業務の効率性を考慮しつつ外部
委託を行ってきた。平成１８年度においても、契約の内容等を見直し、外部委託を行うに当たっては、その業
務を機構が実施した場合と委託した場合とを比較して決定した。

プール監視業務

≒4.0%
4,461,743千円

※「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による削減対象人件費（非常勤を除く役員報
酬及び職員給与）

（平成１８年度予算額）

自動車運行管理業務

清掃業務

　包括委託については、契約事務手続きの効率化及び経費の削減も図られることもあり複数の業種を包括して
契約を行った。

国立大雪青少年交流の家

国立大雪青少年交流の家

（１）外部委託の状況

4.0%

（平成１８年度予算額）－（平成１８年度決算額）

0.7％
未満

0.7％
以上
1.0％
未満

※評価指標は、１７年度予算額を
基準とした削減率を採用する。

0.7％
未満

1.0％
以上
0.7％
以上
1.0％
未満

2.1％
以上
3.0％
未満

3.0％
以上

≒5.1%

○外部委託の状況（３）効果的・効率的な業務の実施の観点から、
定型的な管理・運営業務について、原則、民間委
託の方針の下、個々の施設設備の有用性を検証し
た上で、民間委託を推進する。また、業務毎に分
割委託しているものについては、包括委託を検討
する。

○業務経費の削減率５年間５％
以上。

　

○一般管理費の削減率５年間
15％以上。

○包括委託の状況

※評価指標は、１８年度予算額を
基準とした削減率を採用する。

○給与体系・水準の状況

○人件費の削減率５年間５％以
上。

（２）「行政改革の重要方針」（平成１７年１２
月２４日閣議決定）において削減対象とされた人
件費については、平成２２年度までに平成１８年
度の人件費と比較し、５％以上削減する。ただ
し、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分につ
いては削減対象から除く。
　役職員の給与に関しては、俸給水準の引き下
げ、給与カーブのフラット化を図り、また、職務
内容、経歴、勤務状況等を勘案した給与体系の見
直しを図る｡

2.1％
未満

1.0％
以上

　役職員の給与体系・給与水準については、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、一般職の職員の給与に関する法
律に準じ、あわせて人事院勧告の改定についても国に準じた取扱いを行っている。（詳細については、「業務実績
報告書」別添資料１を参照）

7,636,212千円
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12,084

108,800

7,348

100,791

109,331

126,692

119,255

8,009

10,986

（単位：人）

1,500

（１）教育拠点毎の全体、青少年団体、一般団体別の利用者数

教育拠点名
宿泊
定員

国立オリンピック記念青少年総合センター

449万
人未
満

平成１８年度　教育拠点の総利用者数

4,821,767人

134,040

7,895

　総利用者数は４，８２１，７６７人で、青少年及び青少教育関係者の研修利用は３，９２３，７８０人
（８１．４％）、一般の研修利用は８９７，９８７人（１８．６％）であった。なお、この利用者数には、企
画事業等での利用者（７８，５５６人）は入っていない。各教育拠点の利用者数に関して、自然災害等のため
一時的に施設の使用を中止するなど、５教育拠点において合計２１３団体２９，３６４人の利用受入れを中止
した。
　また、宿泊室の稼働率は全体で５５．１％であった。

合計

国立大雪青少年交流の家 102,851

92,930国立岩手山青少年交流の家 400

400

国立信州高遠青少年自然の家

400国立曽爾青少年自然の家

300

国立立山青少年自然の家

国立妙高青少年自然の家

400

一般

総利用者数

23,747

666,054

青少年

1,891,356 1,225,302

79,104400

４. 施設の効率的な利用の促進

　施設の効率的な利用の促進の観点から、青少年
教育に関する業務の遂行に支障のない範囲内で、
施設を一般の利用に供する。なお、この際、女性
団体、社会福祉団体等の利用にも配慮する。

国立若狭湾青少年自然の家

300

国立那須甲子青少年自然の家

国立花山青少年自然の家

○施設の利用状況

489万
人以
上

449万
人以
上489
万人
未満

全体の利用数

※災害等突発事項に留意しつ
つ評価する。

300

Ｂ

300

国立乗鞍青少年交流の家

400

400

400

国立淡路青少年交流の家

国立中央青少年交流の家

400

国立能登青少年交流の家

国立赤城青少年交流の家

400

400

104,985

169,672

400

500

116,733

139,983

107,927

400

国立日高青少年自然の家

国立阿蘇青少年交流の家

400国立三瓶青少年交流の家

国立江田島青少年交流の家

国立大洲青少年交流の家

国立沖縄青少年交流の家

91,323

127,218

100,825

12,765

16,604

国立山口徳地青少年自然の家

400

400

1,589

5,960

27,450142,222

115,144

99,025

260

国立磐梯青少年交流の家

300

国立夜須高原青少年自然の家

国立吉備青少年自然の家

300

300

国立室戸青少年自然の家

81,570

91,655

89,384

897,9874,821,767

72,701

96,287

127,632

121,192

85,772

93,914

155,789

103,577

119,507

120,317

131,339

121,045

54,358

89,711

合計

80,660

151,496

99,714

85,255

125,372

89,636

11,460

91,232

117,143

※利用者数には、企画事業等での利用者（７８，５５６人）は含まない。

76,927

国立大隅青少年自然の家

国立諫早青少年自然の家

300

101,302400

75,256

104,146

3,923,780

92,540

106,555

53,041

60,740

9,051

4,278

1,671

17,046

14,193

8,297

423

2,364

1,588

73,273

14,490

1,317

11,961

3,747

4,293

517

2,260

　１７年度の旧青少年教育３法
人の合計人数である４８９万人
の利用は達成できなかったが、
概ね利用者数を確保しており、
ある程度評価できる。
　今後は、青少年団体の利用に
留意しつつ、施設の効率的な利
用の促進を図るため、様々な取
組みにより１８年度の利用者数
及び宿泊室稼働率を上昇させる
ことができるよう努めることを
期待する。
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14,350

26,826

国立岩手山青少年交流の家

12,600

※宿泊室稼働率：利用宿泊室数／開設数×100
※開設数：開所日の利用に供することができる宿泊室の合計
※利用宿泊室数：利用者に提供した宿泊室数の合計（企画事業等での利用者を含む）
※開所日数：休館日や施設整備等で受け入れを中止した日を除き、受け入れのために開所した日数

148,413

開設数

国立磐梯青少年交流の家

9,704国立大雪青少年交流の家

15,711

14,093

教育拠点名

33,860

47.0%

9,737

48.5%

15,897

51.3%

61.1%

68.2%

国立オリンピック記念青少年総合センター

46.4%

国立赤城青少年交流の家

22,017 64.0%

19,320

14,917

6,962

70.3%

50.2%

宿泊室稼働率利用宿泊室数

104,389

教育拠点毎の宿泊室の稼働率

国立立山青少年自然の家

国立阿蘇青少年交流の家

国立那須甲子青少年自然の家

国立沖縄青少年交流の家

国立日高青少年自然の家

国立花山青少年自然の家

国立信州高遠青少年自然の家

国立妙高青少年自然の家

国立能登青少年交流の家

国立淡路青少年交流の家

国立乗鞍青少年交流の家

国立中央青少年交流の家

国立江田島青少年交流の家

国立大洲青少年交流の家

15,229

10,020

10,363

国立三瓶青少年交流の家 51.3%

49.7%

60.9%

26.5%

36.5%

37.7%

38.4%

59.5%

47.3%

55.8%

50.8%

34.4%

48.5%

49.5%

60.0%

67.0%

7,092

5,8369,452

13,956

2,808

17,316

2,046

4,573

8,403

1,391

国立諫早青少年自然の家

国立夜須高原青少年自然の家

3,408

13,287国立室戸青少年自然の家

7,943

14,022

6,475

国立若狭湾青少年自然の家

国立曽爾青少年自然の家

国立吉備青少年自然の家

国立山口徳地青少年自然の家

21,060

18,974

17,010

18,564

24,412

23,322

29,665

20,160

9,180

4,760

9,747

19,745

5,458

1,830

3,670

9,969

6,210

5,224

20,880

国立大隅青少年自然の家

合計

40.9%

55.1%325,435

3,292

591,044

8,055

38.0%

4,340

61.7%

8,536
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S A B
C F
評定

Ⅱ ※

　

　企画事業については、アン
ケート調査による参加者の満足
度が高く、評価できる。
　今後は、機構が実施する青少
年教育指導者等の研修事業にお
いて、講師を安易に外部に委ね
るだけではなく、職員を講師と
して活用できるよう、職員研修
等により職員の資質向上に努め
ることを期待する。

⑤　その他、新たな国の政策課題に対応する
事業

キ 学校教育関係者（教員）を対象にした研修事業

イ 青少年教育関係者の相互交流を行う事業

サ その他

7

④　その他、新たな国の政策課題に対する事業

ウ 野外教育指導者・関係者の研修事業

オ 特定の状況にある青少年の支援を行う指導者・関係者の研修事業

ク その他 

③　国際交流・異文化理解事業

ア 青少年の異文化理解を促進する体験型の交流事業

エ 冒険教育指導者・関係者の研修事業

カ 社会教育指導者・関係者（青少年教育施設職員等）の研修事業

2

ア 企画力・指導力・運営力の向上を図る研修事業

ケ 食育に関する事業

コ 主体性、社会性を育むための体験活動等事業

10

イ 環境教育指導者・関係者の研修事業

61

1

オ ボランティア学習の推進を目的とした事業

カ 交流体験に関する事業

7

24

キ 歴史や芸術などの文化的な事業

21

71.7

ク 科学教育に関する事業

43

554

イ 次代を担うリーダーの育成に資する事業（〃）

①　先導的・モデル的な体験活動事業

ア 勤労観・就業観の育成に資する事業(重点テーマ事業）　

24

2,424

ウ 特定の状況にある青少年の支援に資する事業（〃）

651

不満

36.4

19.3

80.1

61.4

79.2

Ｆ

2.1

74.0

677

76.9

86

1,924

やや不満

　国民に対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する目標を達成するためにとるべき
措置

Ｃ

0.0

0.5

2.7

0.3

0.3

○企画事業の実施状況

評　価　指　標
又　は

評　価　項　目 ＢＳ Ａ

④　広範な規模で展開する教育事業
・青少年教育に関する課題に係る他省庁の関
係機関も含めた全国的な研究協議

企画事業の実施状況

○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

評 価 基 準

中 期 計 画 の 各 項 目

各委員の協議により、評定を
決定する。

①　先導的・モデル的な体験活動事業
・青少年の勤労観・職業観を育成する事業
・世界の中で信頼されるような、次代を担う
リーダーを育成する事業
・不登校・引きこもり等特定の状況にある青
少年への支援を行う事業
・その他、体験型環境学習事業やボランティ
ア学習推進事業など、国の政策課題に対応し
た青少年の体験活動事業

②　青少年教育指導者等の研修事業
・青少年教育指導者等の企画力・指導力・運
営力の向上を図る研修事業
・青少年教育指導者等の青少年に対する実践
③　国際交流・異文化理解事業
・海外の関係機関・団体と連携して、青少年
教育関係者の相互交流等を行う事業
・青少年の異文化理解を促進する体験型の交

１．青少年教育指導者その他の青少年教育関係者
　及び青少年を対象とする企画事業に関する事項

（１）我が国の青少年教育のナショナルセンター
として、以下のような、国の政策課題や喫緊の青
少年教育の課題に対応した先導的・モデル的な体
験活動事業、青少年教育指導者等の研修事業、国
際交流・異文化理解事業、公立施設等では実施困
難な広範な規模で展開する教育事業などの事業に
重点化・戦略化し、積極的に推進する。なお、事
業の企画・実施に当たっては、各年齢期における
各々の青少年に応じた多様な体験学習の機会を提
供するという視点に立ちつつ、その事業効果を効
率的・効果的に普及・還元する観点から、対象者
や実施地域等を厳選する。

497

1413

1.9

84.5

Ａ

評 定

留　意　事　項

必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述

0.0

Ａ

0.2

23.2

30.7

0.6

567

1,351

1,172

8

8

エ 青少年に地球環境を保全する意識を育む体験型環境学習事業

1.2

0.6

0.8

0.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.5

10

1.1

1.0

0.9

0.07.0

②　青少年教育指導者等の研修事業

779 24.1

22.9

実施
件数

■企画事業(項目別及び区分名）

6.2

19.4

22.3

9

157

24.9

0.1

9

0.1

0.3

2.2

2.2

3.1

10,044 75.1

0.1

0.2

0.4

1.4

22.8

参加者の満足度(％)

　機構の企画事業は、我が国の青少年教育のナショナルセンターとして、国の政策課題や喫緊の青少年教育の課題
に対応した先導的・モデル的な体験活動事業に重点化・戦略化し、実施した。
　この際、機構が全国的・一体的に取り組む統一テーマである「体験活動を通した青少年の自立」の具体化のため
に取り組み、特に喫緊・重要な事業テーマを、①勤労観・職業観の育成、②次代を担うリーダーの育成、③特定の
状況にある青少年の支援とし、それらに資する企画事業を企画・実施した。

　平成１８年度に実施された事業は、計２３３事業、参加者合計は延べ１３，７４５人、「満足」「やや満足」を
合わせた満足度は９８．１％であった。各事業の実施件数・参加者数・参加者の満足度は以下のとおりである。
（個別の企画事業については、「業務実績報告書」別添資料３を参照）

合　計

○ 子どもの生活リズムの向上

684

101

12

10

3

3

2,997 76.2

76.7

66.9

76.3

9

69.5

75.0

31.9

233

74.0

93.0

160

160 76.3

2

2

3

0.1

18

233

366

378

59

397

0.5

31.1

22.7

0.789.3

82.8 16.7

10.0

5.7

544

509

35

20.5

62.9

1.8

1.520.1

22.4

22.7

1.3

1.7

※広範な規模で展開する教育事業（再掲）

ア 他省庁の関係機関も含めた全国的な研究協議

イ 都道府県域を超えた広域的な研究協議

1

136 23.59,018

0.5

1.7

0.0

0.21.774.8

1.1

ウ その他、都道府県域を超えた広域的な事業 23.3126

75.69 297

8,413

23.3

77.6

64.6

65.9

1.0

1.8

33.3

26.6

14.7

やや満足

0.2

25.7

22.4

評 価 に 係 る 実 績

18.7

満足

74.6

13,745

参加者数
（人）

93.8

0.2

0.4

5.7

0.0

0.0

75.4

76.9

78.0

66.5 32.5

0.8

1.3

308
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① 本部が実施した職員研修

② 各教育拠点が実施した職員研修

③ 研修の成果

（２）外部研修指導員やボランティアの登録及び活動状況

外部研修指導員・ボランティアの登録及び活動状況

7

4

111

85

事業の指導に関する研修

0

28

ボランティア・コーディ
ネーター研修

16

実施件数 参加者数(人)

33

実務研修

安全指導等に関する研修

186

○外部研修指導員やボランティ
アの登録・参画状況

（２）事業の質の向上を図り、毎年度平均８０％
以上の事業の参加者からプラスの評価を得られる
よう、以下の事項を行う。

○事業の質の向上のための取組
み状況

○アンケート調査による参加者
の満足度
目標：８０％以上

○職員研修の実施状況

（b）外部研修指導員やボランティアの参画
の推進及び資質・指導力の向上

（a） 職員研修の実施
　職員に対して、事業の企画力や指導力等の
向上を図る研修を実施する。

①事業への外部研修指導員やボランティ
アの参加機会の拡充を図るため、事業に
参画する外部研修指導員やボランティア
の登録を進めるとともに、事業の企画立
案・運営へのボランティアの参画を促進
する。
②ボランティアの資質・指導力の向上を
図るため、ボランティアのための研修機
会等を設ける。

80％
未満

90％
以上
80％
以上
90％
未満

実施件数

0

3

980 189

ボランティア 5,518

1,177

その他

146

322

　機構本部及び各教育拠点において事業の企画力や指導力等の向上を図る研修を実施するとともに、外部が主
催した研修にも積極的に参加し、職員の意識改革と資質向上を図った。

外部研修指導員

登録者数(人)

　各教育拠点の事業において、職員による直接指導に加え、活動プログラムごとに専門的な指導を行うことの
できる地域の方を外部研修指導員として委嘱し、プログラム指導体制の充実を図った。平成１８年度の外部研
修指導員の登録者数は９８０人であり、指導回数は１８９回であった。

※　指導・活動回数とは、外部研修指導員及び法人ボランティアが携わった回数である。１人が１日で１回と
なり、１泊２日の場合２回として集計した。

1,427

指導・活動回数(回)※

参加者数(人)

合　　計 93

　研修の成果としては、機構の使命･役割を認識し、機構職員としてのモチベーションを高めたり、資質向
上や安全対策等についての意識向上を図ることができた。また、職員間のネットワークを構築し、各教育
拠点の課題や要望、解決案などの情報交換を図ることができた。

7

9

106

　また、ボランティアについては、機構本部が２８の教育拠点で活動可能な法人ボランティア制度を定め、共
通カリキュラムによる養成を図った。ボランティアの主な参画内容･分野は、①事業の企画、②参加者募集、
③事業の事前準備、④参加者の引率･指導及び事業運営補助、⑤ふりかえり等の事業評価など、多様な活動と
なった。平成１８年度は１，４２７人が登録し、活動回数は５，５１８回に及んだ。

区分

1

0

5
機構に求められる使命を理解し、効果的な事業運営のあり方や
現状での課題を共有することで業務運営の円滑化・活性化を図
る。

新任事業推進課長研修

新任指導系職員が機構の使命を理解し、事業を進める上での基
礎的な知識･技術等を習得し、能力の向上を図る。

外部の研修に参加

28

参加者数
（人）

指導系職員としての職務に必要な専門的知識・技術（企画力・
指導力・運営力）等を習得し、指導系職員としての能力の向上
を図る。

49

1213

98

4436

18

10

163

5

19

1

接遇に関する研修 22

独立行政法人の経営に関する研修

コミュニケーションに関する研修

教養啓発に関する研修

72

125

11

8

0

3

9

0

49

内容

９８．１％

（１）職員研修の実施状況

4

研修名

新任職員に関する研修

3

各教育拠点で行った研修

国際性の涵養に関する研修

新任指導系職員研修

指導系職員専門研修

機構におけるボランティア育成の目的やボランティアコーディ
ネーターの役割の共有化を図る。また、各拠点のボランティア
の現状と課題を共有することで、今後の取り組みのヒントを得
る。

項目別－ 8



（３）ボランティアの研修状況

（２）対外指導実績

 

158

　妙高が発行した映像（DVD）を含む事業報告書が公立青少年教育施設を中心とした実行委員会主催の長期の
冒険キャンプにおいて活用される等、事業の企画立案や指導場面において事業報告書や事例集が公立施設等で
活用された。

パンフレット等簡易な報告書

ボランティアの研修状況

29

18年度実施事業を取りまとめた報告書

単一の実施報告書

所報等に事業概要を記載した報告書

○アンケートの実施状況

　事業成果を広く普及するために、機構職員が他の機関で実施される研修会等での事業報告や大学等の教育関
係機関での講義・実技指導を行う等、様々な機会を通して各教育拠点が持つ青少年教育のノウハウや事業成果
の普及に努め、平成１８年度は合計１５８件、延べ１９３人の機構職員が対外指導を行った。

（３）青少年教育のナショナルセンターとして、
事業の成果を公立施設等へ普及するため、公立施
設等への情報提供の充実等を進める。

○成果の普及状況

○ボランティアの研修状況

（c）参加者へのアンケート調査の実施
　企画事業の検証を行うため、事業の参加者
に対して事業内容・方法等についてのアン
ケート調査等を実施する。

その他一般的なスキルアップのための研修

対外指導を行った対象 実施件数

合　　計

27

（１）事業報告書数及び刊行部数

満足度

合　　計 1,085

質問項目

事業運営に関する満足度

プログラムに対する満足度

98.1%

98.0%

95.9%

事業全体に対する満足度

38

（４）アンケートの実施結果及び反映状況

職員の対応に対する満足度

大学
27

56

37

教育委員会

その他

685

　各教育拠点は企画事業のより一層の充実を図るために、事業全体に対する満足度に、プログラムに対する満
足度、事業運営に関する満足度、職員の対応に対する満足度を加えるとともに、定量的な評価の他に感想や意
見・要望などの自由記述を求め、企画事業に活かしている。
　四段階の選択肢のうち「満足」「やや満足」の合計回答件数結果（満足度）に占める割合は次のとおりであ
る。

参加者数(人)

企画事業で活動するための事前研修 400

実施件数研修分野

報告書の形態 報告書作成件数

95.5%

　ボランティアを対象に、企画事業で活動するための事前研修と、その他一般的なスキルアップのための研修
を実施した。その結果、体験学習法のノウハウを学ぶ研修により企画事業の参加者の指導に役立てた例や、事
業の企画力･運営力を高める研修によりボランティアの自主企画事業に発展した例など、ボランティアの資質
と活動意欲の向上に成果があった。

24,500

報告書作成件数うち、
ＨＰ掲載件数

　企画事業の成果を公立施設に普及するため、事業成果を取りまとめた報告書を作成・提供するとともにホー
ムページにも掲載している。平成１８年度作成した報告書は合計７４件、総刊行部数は８２，３３０部であっ
た。

総刊行部数

26,108

193

7

13

34

19

　岩手山が実施した企画事業のプログラムの一部が公立青少年教育施設の主催事業で実践されたり、室戸の企
画事業で開発された海洋型プログラムが大学実習に取り入れられる等、事業実施のノウハウや指導法が事業参
加者も含めて、公立施設等で活用されている。

21,101

合　　計

（４）事業の公立施設等での活用状況

82,330

14

74

17

37

51

（３）刊行物の公立施設等での活用状況

公立青少年教育施設

小･中･高等学校

10,621

5

2

67

12

33

62

35

指導職員数(人)

11

項目別－ 9



新規利用団体数

学校種別利用状況

規模別利用団体数

期間別利用団体状況

広域利用状況

３泊４日

５泊６日

112

194

合　計

　青少年及び青少年教育指導者やその他の青少年教育関係者の多様で主体的・効果的な学習活動を促進するため、
広く学習の場や機会・情報を提供し、指導・助言等の教育的支援を行うことにより、利用者の研修目的の達成を図
るとともに、公立青少年教育施設等や青少年教育関係者等への事業成果の普及を図った。

６泊７日

８泊以上

７泊８日

（１）青少年教育関係者等の受け入れ状況

31,845

宿　泊

青少年利用

2,781,164

団体数 利用者数(人)

19,961

Ａ
研修支援事業の実施状況

○青少年教育関係者等の受け入
れ状況
目標：３５０万人

（１）研修利用の促進
　青少年教育指導者その他の青少年教育関係者に
対する研修及び団体宿泊訓練等青少年に対する研
修のための利用の促進を図る。また、新規の利用
団体の受入れに必要な方策を検討する。このよう
な取り組みにより、毎年度３５０万人程度の研修
利用者を確保する。

324万
人以
上353
万人
未満

２．青少年教育指導者その他の青少年教育関係者及
び青少年を対象とする研修支援事業等に関する事項

1,540

青少年利用

20,971

504,900

324万
人未
満

353万
人以
上

※災害等突発事項に留意しつ
つ評価する。

　平成１８年度の青少年及び青少教育関係者の研修利用は３，９２３，７８０人（宿泊利用：２，７８１，１
６４人　日帰り利用：１，１４２，６１６人）、団体数は５１，８０６団体（宿泊利用：１９，９６１団体
日帰り利用：３１，８４５団体）であった。新規利用団体、学校種別、規模別、期間別、広域のそれぞれの利
用状況は以下のようになっている。

１泊２日

一般利用青少年利用

1,767,097

区　分

１０１人～２００人の団体

１００人以下の団体

青少年利用

616

18,760

4,020

51,806

1,871

（単位：団体）
70,566

596

中等教育学校

702

1,777

区　　分

４泊５日

237

一般利用
区　分

（単位：団体）

51,806

小学校

新規利用団体数

208,634

13,631

16,460

青少年利用

利用教育拠点の設置都道県以外の団体 6,821

18,760

11,939

合　　計

88

日帰り

（単位：人）

利用者数

区　分 合　計

総計

4,511

中学校

406,016

1,831,969

2,989,798

一般利用

1,142,616 47,549

897,9873,923,780

利用者数(人)

35

32736

6,724

4,821,767

255,338

幼稚園・保育園

区　　分

団体数

合　計

機構全体の研修利用

15,704 689,353

23,017

利用者数(人)団体数

3,923,780人

957

43,497

27,069

（単位：団体）

合　計

1,679

区　　分

19,961

71

２泊３日

51,806

373

利用教育拠点の設置都道県の団体

20,248

417,800

41,939

3,056

合　　計

合　計

大学・短期大学・高等専門学校

31,558

23,017
（単位：団体）

一般利用

２０１人以上の団体

合　　計

高等学校

64,251

11,043

2,295

3,056

70,56618,760

　青少年教育関係者等の受入れ
については、目標値である３５
０万人を大きく超えており、評
価できる。
　今後は、様々な取組みにより
利用促進を図り、新規利用団体
を増加させることができるよう
努めるとともに、教育拠点で開
発した研修プログラムが公立施
設等でさらに導入されるよう、
その普及に努めることを期待す
る。

302

159

合　計

12,914

その他の学校

516

3,063

291

6,022

112,744

14,729

47,064 17,187

特別支援学校

一般利用

24

70,566

80
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①

②

③

④

⑤

（３）利用者サービス向上の取組状況

　 ①

　

②

ア

イ

（１）事前・事後の指導・助言を充実させるための取組状況

（２）事前指導・事後指導の実施状況

　

①利用団体の研修目的に応じ、より効果的に
研修を実施できるよう、研修計画の作成・実
施に対する教育的な狙いを踏まえた指導・助
言等を行う。
②利用者のニーズや施設の立地条件等を活か
した教育的な観点に立った活動プログラムの
開発を行い、そのメニューを質、量ともに充
実する。
③ホームページ、利用案内資料その他様々な
機会を捉えて、活動プログラム・研修支援の
手法等の情報提供を行うこと等により、事業
の成果を公立施設等へ普及する。

水辺活動

炊飯・生産活動

創作・制作活動

1,332

2,418

1,460

　館内に周辺の草木や野鳥に関する資料の展示、企画事業等の様子を紹介した写真の掲示、教育拠点
が作成した報告書や資料の閲覧コーナーを設置する等の取組を行った。

440

ゲームレクレーション活動

522

合計

2,816

2,193

667雪中活動

学習活動 3,511

自然散策・観察活動

1,799

○新規利用団体受け入れに関す
る取組状況

（２）研修に対する支援の推進
　青少年教育指導者その他の青少年教育関係者及
び青少年が各教育拠点を利用して行う研修に対
し、以下のように、研修目的を達成するために必
要な指導・助言及び情報提供を行うとともに、そ
の成果を公立施設等に普及する。

　青少年の自立を促す集団宿泊・体験活動に関するチラシ、総合的な学習の時間に対応したプログラム等
を紹介したリーフレットや体験学習を取り入れた修学旅行用パンフレット等を作成し、学校や青少年団体
に送付、又は職員が直接訪問して配布するなど、利用促進に努めた。

942

歴史・文化活動 414

区　　　　　分

スポーツ活動

○研修計画の作成、実施に対す
る指導・助言等の実施状況

青少年

事前打ち合わせ・指導の実施状況（単位：団体）

658

登山・ハイキング

3,515

772

16,452 824,184

244 39,709

29,651 712,910

2,104 92,738

1,537,094

365,671

13,199

66,168

224,1825,708

26,570

30,837 8,872

141,489

4,971

1,228

176,770

30,767

35,446238

間接指導

　職員が実際に活動の場に出向き、直接指導を１６，４５２回８２４，１８４人、団体代表者やリーダーを介
して間接的に指導を行う間接指導を１３，１９９回７１２，９１０人に対して行った。

（３）直接指導・間接指導の実施状況

65,25481,918

3,256

1,750

905 46,304

指導対象人数（人）

336

　ホームページについて、プログラム等に関連した資料や教材、館内案内図等の資料のダウンロー
ド、ホームページを使用した仮受付や申込書の提出、リアルタイムの気象状況や台風時期の交通機関
運行状況に関する情報提供する等、充実を図った。

合　　計
一般

474 6,177

2,278

　研修計画作成のための資料について、利用者からのアンケート等をもとに、効果的な研修計画の立て方や留
意点、安全管理面に関する記述を追加したり、冊子として配布していた資料をＤＶＤにし、動画を取り入れる
ことで、より具体的な利用の手順や活動の様子を伝えられるようにする等の改善・充実を図った。

18,509

　２２の教育拠点がホームページからの利用申込みや利用案内資料のダウンロードサービスを提供し、１
７の教育拠点が周辺の教育関係機関等の教育資源の情報資料を掲載するなど、ホームページを活用した情
報提供に取り組んだ。

　利用団体が研修目的を達成するための個別の事前打ち合わせや指導・助言を全ての教育拠点が実施してお
り、延べ６，１７７団体が参加した。
　また、研修効果を高めるため、教育拠点利用の後に学校等で行う事後指導を６の教育拠点で実施した。具体
的には、教育拠点での研修成果の確認と日常生活に活かすことをまとめるシートの作成や「総合的な学習の時
間」で利用した学校の発表会等での指導・助言などである。

　各教育拠点を利用して集団宿泊活動を行った小・中・高等学校の引率教員を対象に、児童・生徒の変容
について調査を行った。その結果、社会性、自主性・主体性にプラスの変容があり、学校団体の利用目的
が達成されたことが分かった。

（２）新規利用団体の受け入れに関する取組状況

103,93273,165

10,858

132,344

194,37317,603

113,835

5,280

2,741

130,830141,464

100,816 41,741

　外部の研修会や地域で行われるイベント等において、教育拠点の教育機能や取組事例の説明・発表を行
うなど、職員が積極的に出向いて広報活動を行った。

回数（回）

　利用者からのアンケート等をもとに、教育拠点職員による業務改善に関する検討会や外部有識者等を交
えた検討会で、検討・実施した利用者サービス向上の主な取組例は以下のとおりである。

1,942

間接指導

142,557

272,294

147,172

5,703

　利用促進の方策を検討するため、職員による検討会（国立青少年自然の家における青年の積極的受け入
れ促進策の検討など）を２３の教育拠点が、また、外部有識者を交えた検討会を１１の教育拠点がそれぞ
れ設置した。さらに、閑散期の利用促進のための検討会を２３の教育拠点が設置した。

2,862

　事故例のあった二段ベットの状況について、「二段ベッドの現状調査」を機構本部が各教育拠点に対し
て実施した結果を基に、安全管理に関する指針を示し、安全管理の徹底を図った。

合　計直接指導合　計直接指導
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（５）新規プログラムの開発状況

新規プログラムの開発状況

　

　

　教育拠点が開発した環境学習プログラムや仲間づくりプログラムなど、５件が公立青少年教育施設で導入さ
れた。

日高アドベンチャー

アサギマダラ・マーキング活動プログラム鹿児島県内青少年教育施設協議会

（４）利用団体の研修目的を達成するための支援

山口徳地

大隅

○新規活動プログラムの開発状
況

○成果の普及状況

環境教育プログラム徳島県立総合教育センター

（６）研修支援事例集等の刊行件数、発行部数、配布先

　利用団体の主体的な活動を支援するための資料として、１２の教育拠点が事業事例集、活動プログラム集や
プログラム作成の手引き等１６件２１，８８０冊を作成し、全国の公立青少年教育施設、都道府県教育委員
会、利用団体等に配布した。
　調査研究の報告書として１５の教育拠点で１６件１５，９５０冊を作成し、全国の公立青少年教育施設、都
道府県教育委員会、教育関係機関、学校に配布した。

区　　分

合　計

日高

教育拠点名

　刊行物の利用状況を把握するための調査等を６教育拠点が実施した。公立青少年教育施設から、「報告書に
は、ねらい、準備物、所要時間、場所、活動の展開、ふりかえりの視点、活動の展開・応用等が記載されてい
る。また、全て具体的で　施設の活動にすぐにでも応用の利くものばかりなので、今後大いに活用したい。」
や「雪中・雪上の活動については事例集が少ないなか、特に低年齢の子どもたちに取組む事例がたくさん取り
上げてあって大変参考になった。」との声があり、公立青少年教育施設等で活用されている。

（８）刊行物の公立青少年教育施設等での活用状況

163

プログラム名

他の教育機関等と共同開発

導入した公立青少年教育施設等

事　　例

森をテーマとした環境について体験的に学習するプログラ
ム・塩作り・生き物スタンプラリー・海の環境調査プログ
ラム

大雪 風船プリン北海道立足寄少年自然の家

山口県立高森高等学校・佐賀県立神埼清
明高等学校・山口市立八坂小学校

76

環境をテーマとして問題解決能力を養うプログラム「曽爾
レンジャープログラム」

徳地アドベンチャープログラム

北海道立常呂少年自然の家

　利用促進や研修支援事業の質の向上を図るため、利用者のニーズに対応し立地条件を生かしたプログラムを
２４の教育拠点において合計１６３件開発した。

　各教育拠点では、利用団体の指導者等を対象に、研修目的を達成するために事前に施設利用の説明やプログ
ラム相談を合同で行う「利用相談会」等を２３の教育拠点が実施した。このうち、プログラムの体験や事業計
画立案のための講習など、指導力の向上を目的にした研修会を１３の教育拠点が実施した。

かざぐるまや放射能検知器を用いた身近な環境測定・心の
壁を下げる活動「思いやりストレッチ」

29

18

プログラム数

調査研究事業で開発

その他

（９）プログラムの公立青少年教育施設等での活用状況

（７）ＨＰを通じた活動プログラム事例の提供状況

　ホームページ等を活用した普及は１６の教育拠点が実施し、主な内容は「事業の内容」・「活動プログラム
等」・「研究の概要」・「実践上のQ&A」の情報提供である。

淡路

カッター研修プログラム

企画事業で開発

40
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　「教育拠点を知ったきっかけ｣として最も回答率が高かった項目は｢以前から利用している｣であった。総合
的な満足度が高かったことや継続利用の団体が全体の７６．０％を占めていることから、研修目的が達成され
たこと、職員の対応の良さや施設設備の充実などが評価され、再利用につながったと考えられる。
　また、利用者からのアンケート等をもとに、教育拠点職員による業務改善に関する検討会や外部有識者等を
交えた検討会を開き、研修計画作成のための資料の改善やホームページの充実等の利用者サービス向上に取り
組んだ。

97.4%

研修内容

参加人数（人）

活動プログラム

206

職員等の教育的支援 97.1%

職員の電話や窓口での対応

質問項目

97.9%

満足度

実施回数 参加人数(人) 参加人数(人)

外部の研修に参加

　研修支援事業の充実に重点をおいた機構本部及び教育拠点が実施した研修には１９４件３，００７人、他の
機関等が実施する研修には１０１件１６８人が参加した。

参加研修数

（４）アンケートの実施結果及び反映状況

54

②安全管理能力向上

合　計

538

624③青少年教育の理解増進

質問項目

事前の情報提供 96.3%

アンケート実施結果

満足度

97.7%施設を使用しての総合的な満足度

10

4,070

1,961

59

19

799

194

　研修支援事業におけるボランティアの資質向上に重点をおいた研修の実施回数は２０６件１，９６１人が参
加した。研修内容は、①指導力の向上、②安全管理能力向上、③青少年教育の理解増進であった。

2,407

①指導力の向上

45

機構で行った研修

⑤コミュニケーション能力向上

⑥その他

○ボランティアに対する研修の
実施状況

　

　

○外部研修指導員やボランティ
アの登録・参画状況

　

○職員研修の実施状況

○アンケートの実施状況（c）利用団体へのアンケート調査の実施
　研修支援事業の検証を行うため、利用団体
を対象に、毎年度計画的に施設利用に関する
アンケート調査（抽出調査）を実施する。

　

（b）外部研修指導員やボランティアの参画
の推進及び資質・指導力の向上
①外部研修指導員やボランティアの登録を推
進する。
②ボランティアの資質・指導力の向上を図る
ため、ボランティアの研修機会等を設ける。

70％
以上
80％
未満

アンケート調査による利用者の
満足度
目標：７０％以上 ９７．７％

70％
未満

80％
以上

③専門的能力向上

49

実施件数（回）

1,427ボランティア

研修内容

合　計

外部研修指導員

252

826

3

登録者数（人）

10

7

6 137

250

合計

（３）ボランティアに対する研修実施件数・参加者数

（２）外部研修指導員やボランティアの登録・活動状況

　外部研修指導員は９８０人が登録しており、利用者に対する直接指導を行っている。主な活動内容は、竹細
工やわら細工といった地域に根づいた伝統的なクラフト作成の指導、キャンプファイアーなどのレクリエー
ション活動の指導、天体観察の指導、体験学習法を生かした活動プログラムの指導等である。
　またボランティアの登録数は１，４２７人であり、主な活動内容は、野外炊飯や登山などの活動補助が多
い。また、利用団体の希望がある場合は、子どもたちと活動をともにするリーダーを担当する教育拠点もあ
る。

216

44

980

93

※　指導・活動回数とは、外部研修指導員・ボランティアが指導や活動に携わった回数である。１団体に複数
で指導をした場合でも｢１回｣として集計した。

29

2

5

26

70

18

168

65

①青少年教育に関する理解増進 36

19

　研修支援事業の効果を検証するとともに事業・業務の改善に反映させるため、利用団体にアンケート調査を
実施している。機構として共通のアンケート質問項目に対し、四段階で評定してもらうほか、各教育拠点が必
要に応じて独自の質問項目を加えている。
　四段階の選択肢のうち「４．満足している（良かった）」「３．やや満足している（やや良かった）」の合
計回答件数結果（満足度）に占める割合は次のとおりである。

（a）職員研修の実施
　職員に対して、指導力や接遇サービス、コ
ミュニケーション能力、安全指導等の向上を
図る研修を実施する。

583

995

3,007

指導・活動回数（回）※

3,818

101

②安全管理能力向上

（１）実施件数・参加者数

（３）事業の質の向上
　事業の質の向上を図り、毎年度平均７０％以上
の利用団体からプラスの評価が得られるよう、以
下の事項を行う。

④接遇サービス向上
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629

参加人数
（人）

748

参加団体数

109全国青少年居場所づくりミィーティング

教育拠点名

第１回全国青年ごみミーティング

日高

森の少年保安官

ニート予防対策連絡協議会

諫早

石川県青少年教育施設連絡協議会

北部九州広域ボランティア養成システム構築事業

第３５回全国少年自然の家運営研究会

あわじサイエンスチャレンジ２００６～学校と社会をつなぐ体験型
科学教育フォーラム～

合　計

夜須高原

  参加団体からの延べ参加者数は１，０３４人、その満足度は平均で９５．５％であった。
  センターが実施した「青少年体験活動全国フォーラム」は、青少年の様々な体験活動を実施する関係機関・民間
団体等が一堂に会し、研究協議を行った。平成１８年度は従来の自然体験活動に加え、芸術・文化体験活動や交流
体験活動など幅広い体験活動を対象として実施した。参加の団体からは、「体験活動に関する各方面の取組を知る
ことができて良かった」「全国の動向がよくわかり、本県の事業を客観的に評価していく上で大変参考になっ
た。」「参加したワークショップで知り合った者同士で同内容のワークショップを開催した」などの意見があり、
関係機関の連絡・協力の促進が図られた。

105

学校との連絡・協力の促進を図りながら以下の５事業を実施した。

1,034

事業名

5

3

294 255全国青少年相談研究集会

中央

中央

中央

江田島

信州高遠

特定の状況にある青少年に関係する機関との連絡・協力の促進を図りながら以下の２事業を実施した。

23

信州高遠生活学校

NPO団体等育成事業「自然体験活動ネットワークプロジェクト」

合　計 1,150

8

127

さんべ環境フォーラム特別企画「東アジア環境教育ミーティング」

センター

93

センター

34

37

能登

青少年体験活動全国フォーラム

２００６全国ワークキャンプセミナー　ｉｎ　ＦＵＪＩ

48

12

128

14

14

76

96

18

40 8

14

50

576

参加人数
（人）

14

連絡・協力の促進に関する取組
状況

○特定の状況にある青少年に関
する機関との連絡・協力状況

（１）青少年教育施設・団体の連絡・協力の促進
　青少年教育施設・団体相互間の連絡・協力の促
進を図るため、青少年教育施設の連絡会の開催、
情報交換等を行う。

（２）学校との連絡・協力の促進
　学校教育と社会教育が一体となって子どもの教
育に取り組む「学社融合」の観点に立って、学校
との連絡・協力の更なる促進を図る。

（３）特定の状況にある青少年に関係する機関と
の連絡・協力の促進
　特定の状況にある青少年の問題への対応等のた
め、関係する機関等との連絡会の開催、情報交換
等を行う。

○学校との連絡・協力状況

○青少年教育施設・団体との連
絡・協力状況

三瓶

三瓶

広島県青少年教育施設等連絡協議会

事業名

小中学校における体験活動充実のための連絡協力促進事業
①「総合的な学習の時間」等共同研究開発事業
②「総合的な学習の時間」等共同研究開発事業フォローアップ事業
③普及事業

妙高

少年環境調査隊

教育拠点名

参加団体数

4

304合　計

諫早

淡路

日高

妙高フレンドキャンプ～友情・笑顔・自立の１週間～

174

64

72 1

参加団体数

３．青少年教育に関する施設及び団体相互間の連絡
及び協力の促進に関する事項

参加人数
（人）

岩手山

事業名

青少年教育施設・団体間の連絡・協力の促進を図りながら以下の１３事業を実施した。

岩手県内青少年集団宿泊教育施設職員合同研究会

136

6

253

40

Ａ

10

赤城

196

教育拠点名

センター

4

259

　参加学校からの延べ参加者数は１，１５０人、その満足度は平均で９８．４％であった。
　諫早が実施した「小中学校における体験活動充実のための連絡協力促進事業」は、学社融合の視点から、自然体
験活動や生活体験活動等を通じて、学校の目的に沿ったプログラムを実施し、その過程で得た問題解決的な学習の
手法などを日常の教育活動に活かすことを目指すと共に、その成果を多くの学校に普及を図ることを目的に実施し
た。学校からは、「教師と施設職員との相互理解が深まり、信頼関係を築くことができた。」などの意見があり、
またこの体験活動を学校教育の中で重要視する学校の増加や養護学校との連携で得られた教育手法を他の養護学校
の研修利用時に活用するなどの成果が見られた。

　参加機関・団体からの延べ参加者数は３０４人、その満足度は平均で９２．６％であった。
　センターが実施した「全国青少年相談研究集会」は、青少年問題及び青少年相談業務に関する知識・技術等につ
いて研究協議を行った。参加者は、青少年問題・相談事業に携わる関係者や文部科学省・法務省・厚生労働省等の
行政担当者が集い、省庁間の枠を超えて連携が図られる機会となった。参加機関・団体からは、「行政、教員、警
察、福祉関係者など様々な立場の人が集い研修するところが、とても有意義だと思う。」「実務に役立つことがた
くさん学べて、とても良かったと思う。」「様々な機関の方がどのように青少年問題に取り組んでいるのかを知る
ことができ、とてもよかった。」などの意見があった。

1

　青少年教育に関する施設及び
団体相互間の連絡・協力の促進
を図るため、様々な事業を実施
しているが、ほとんどの事業は
参加者の満足度が高いため、評
価できる。
　今後は、事業を実施したこと
により、どのような連絡・協力
の体制が整備できたかなどの成
果を具体的に把握し、今後の事
業の充実に資するよう努めるこ
とを期待する。

環境教育関東ミーティング
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教育相談に関する研修会子どもたちのハートをつかめ！（日本
学校教育相談学会）
20

体験航海セミナー（広島商船高等専門学校）

ミュージックセミナー（東京藝術大学）

青少年のための集団登山指導者研修会（文部科学省登山研修
所）

①効果的・効率的に事業を実施するため、大
学等高等教育機関、民間団体、関係機関等と
の共催事業を積極的に行う。

4

○データベース等の充実のため
の取組状況

20

幼児教育等指導者研修会（長野県教育委員会）

その他の省庁

都道府県教育委員会･知事部局

市町村教育委員会･首長部局

　社会教育実習生の受け入れについて、各社会教育実習生に企画指導専門職をマンツーマンで配置するなど、
受入れ体制の充実を図り、平成１８年度は２６大学から２０３名を受け入れた。
　職業意識の育成に寄与することを目的として実施しているインターンシップは、２０大学から４９名を受け
入れた。またインターンシップの他に職場体験による受け入れを８教育拠点で実施し、中学生３４名、社会人
８名の参加者があった。

1青少年教育施設

受け入れ大学数

大学

実施事業例　　（　　）は、機関･団体名

○共催事業の実施状況

諫早

能登

小･中･高等学校

大学との連携事業「学社共同参画セミナーⅠ・Ⅱ」
①サマーキャンプ　②ウインターキャンプ

教職をめざすユース実践セミナー

289

218

（２）共催事業の実施状況

合　　計

青少年関係機関･団体

学校教育団体等

共催団
体数

2

6

（４）大学等高等教育機関、民間団体、関係機関
等との連絡・協力の促進

○大学等高等教育機関、民間団
体、関係機関等との連絡・協力
状況

②高等教育機関等に在学する社会教育実習生
やインターンシップの受入れ体制の充実を図
る。

○インターンシップの受け入れ
状況

○社会教育実習生の受け入れ状
況

（５）全国及び都道府県規模の青少年の体験活動
等に関する情報を保有する機関・団体との連絡・
協力の促進
　青少年教育に関する関係機関・団体と連携し、
全国及び都道府県規模の青少年の体験活動等に関
する案内情報等のデータベースを充実させる等の
取り組みを行う。

国の機関

教育拠点名 事業名

社会教育実習生

受け入れ人数（人）

（１）大学等高等教育機関、民間団体、関係機関等との連絡・協力の促進を図りながら以下の３事業を実施した。

参加団体数

共催機関・団体区分

　企画事業を効果的・効率的に実施するため、５２事業７７団体と共催事業を実施した。

52

2

　参加団体からの参加者は延べ２８９人、その満足度は平均で１００％であった。
　妙高が実施した連携事業「学社共同参画セミナーⅠ・Ⅱ」は、大学と連携して、教員等を目指す学生を対象に青
少年教育施設の教育手法を取り入れたプログラムの企画・運営・評価を学ぶ内容になっており、参加者は大学で単
位が認定される。参加した学生からは、「１つの事業を作るプログラムデザインは学校でも役に立つと感じた。」
「プログラムを企画する過程は、総合的な学習を創造するのに大変役にたった。」などの意見があった。

49

・データベース等の充実のための取組状況

妙高

参加人数
（人）

8

10

203

1

鯨海峡セカンドスクール（渡嘉敷村教育委員会）

合　計

文部科学省

　青少年教育に関係する関係機関・団体等と連絡・協力を図り、全国規模の青少年の体験活動等に関するデー
タベース等を充実させるため、今年度は、調査研究事業「国公立・民間青少年教育施設・団体の概要及び主催
事業等調査」において、全国の青少年教育関係施設及び青少年教育関係団体に関する調査を実施した。
　なお、本調査で得られた施設・団体概要、主な活動プログラム・事業内容等の情報については、平成１９年
度にホームページに掲載する予定である。

（３）社会教育実習生・インターンシップの受け入れ状況

インターンシップ

「さんべチャレンジ倶楽部」ファミリーキャンプ（松江家庭裁
判所）

26

11

日本列島ともだちの輪（組合立丹波少年自然の家）

77

職員の資質向上とネットワークづくりを目指して（九州地区青
年の家協議会）

16

19

5

1

大学における青少年教育指導者を養成するための連絡協力促進事業

項目別－ 15



（３）専門的な調査研究の実施件数、調査研究結果

（４）各地方教育拠点の実践的な調査研究の実施件数、調査研究結果

②研修支援事業に関する調査研究

　事業運営や参加者等の実態調査に関するもの１事業、体験活動プログラムの効果測定・検証に関するもの４
事業、体験活動プログラムの開発研究１４事業を実施した。その結果、研修支援事業の教育的効果を明らかに
するとともに、多くの体験活動プログラムを開発することができた。

　前述の（２）②で挙げた「国公立・民間の青少年教育関係施設、青少年教育関係団体の概要及び主催事業等
調査」において、平成１８年度の調査には新たに指定管理者制度に関する項目を追加し、それらを含めた施
設・団体の実態把握を行うとともに、平成１９年度に計画している「国公立・民間の青少年教育施設・団体の
事業運営に関する調査研究」の基礎資料を得ることができた。

③青少年教育に関する法令・答申・統計データ等の情報収集

（１）調査研究体制の構築状況

　青少年及び青少年教育に関する各種報告書・資料、図書などの文献・資料を調査・収集し、それらの書誌情
報を青少年教育関係者にホームページで提供した。平成１８年６月に各都道府県教育委員会、青少年教育施設
等青少年関係機関に資料提供を依頼し、随時書誌情報を登録するとともに、青少年教育情報センターに配架
し、閲覧に供している。

　企画事業、研修支援事業を対象に、共通の指標に基づく事業の効果測定方法を開発し、事業プログラムの効
果を明らかにするため、センターと妙高が共同でアンケート調査票を開発・作成し、試行調査を実施した。平
成１９年度は全教育拠点で実施する予定としている。

　全国の小・中・高等学校の９００校の児童・生徒とその保護者を対象に青少年の体験活動の実態、日常的な
生活習慣、自立的行動習慣、職業に関する意識等について調査を実施した。青少年の体験活動等と自立に関す
る意識等との関連について分析を行い、とりまとめる予定としている。

②調査研究アドバイザーの委嘱

　ボランティア養成に関する調査研究１事業を実施した。その結果、大学生ボランティアの特性と活動に対す
るニーズを把握することができた。

　大学で調査研究に従事し、実績のある見識の高い若手研究者２名を客員研究員として委嘱し、調査研究の企
画、調査結果の分析、報告書の作成等に取り組み、調査研究の充実に貢献した。

③その他の調査研究

①事業プログラムの効果測定方法の開発研究

①客員研究員の委嘱

①企画事業に関する調査研究

②国公立・民間の青少年教育施設の現状と役割分担に関する調査研究の実施方法等の検討

調査研究の充実を図るため、専門的知識・技術を有する外部有識者の協力を得た調査研究体制を構築した。

③調査研究協力者会議等の設置

　最新の青少年及び青少年教育に関わる法令・審議会等の答申・各種統計データなどの情報を調査･収集する
とともに、現行ホームページの青少年教育データブックの掲載内容を精査し、データの加除修正を行い、青少
年教育関係者等に広くホームページから情報提供を行った。

④青少年教育関係文献・資料の調査収集

　事業が参加者に及ぼす効果測定･検証に関するもの７事業、事業プログラム開発に関するもの３事業を実施
した。その結果、事業参加者の自己肯定意識や生きる力等が向上し、事業の効果が認められたほか、事業プロ
グラムを開発することができた。

①青少年の体験活動等と自立に関する実態調査

４．青少年教育に関する調査及び研究に関する事項

（a）外部有識者の協力を得た調査研究体制
の構築
　調査研究の充実を図るため、専門的知識・
技術を有する外部有識者の協力を得た調査研
究体制を構築する。

（１）調査研究体制の構築及び調査研究の実施

（b）基礎的な調査の実施
　青少年及び青少年教育に関する統計資料の
作成や青少年教育関係文献のデータベースの
構築など、青少年教育を推進するために必要
な基礎的な調査を計画的かつ継続的に実施す
る。

（c）専門的調査研究の実施
　地方教育拠点での直接的な教育事業の活用
等により、青少年の各年齢期の課題や特定の
状況にある青少年の問題などに関する専門的
な調査研究を実施する。
　特に、国立・公立・民間の青少年教育施設
の現状と役割分担といった、我が国の青少年
教育施設の在り方について調査研究を行う。

○専門的な調査研究の実施状況

○基礎的調査の実施状況

調査研究事業の実施状況

○調査研究体制の構築状況

　調査研究方法・内容・分析等に関して、業務の進捗に合わせて適切なアドバイスを得るため、社会教育や野
外教育、統計学等の専門性を有する大学及び研究所に所属する研究者３名を調査研究アドバイザーとして委嘱
し、調査結果の分析や考察等に関する専門的な助言を得て、調査研究を実施した。

②国公立・民間青少年教育施設・団体の概要及び主催事業等調査

　全国の約１，８００の青少年教育関係施設と、約３００の青少年教育関係団体を対象に各施設・団体の概要
に加え、設置主体、施設種別、施設概要、主な活動プログラム・主催事業、指定管理者制度の導入状況等の運
営状況について調査を実施した。今後、施設種別ごとの管理・運営等について分析を行い、とりまとめる予定
としている。

（２）基礎的調査の実施件数、調査研究結果

　調査研究体制の充実を図るため、１９事業で外部の有識者による調査研究協力者会議等を設置した。

Ｂ 　調査研究については、客員研
究員の委嘱や協力者会議の設置
など、調査研究を実施するため
の体制整備が図られており、あ
る程度評価できる。
　しかしながら、調査研究の内
容について、ナショナルセン
ターとして必ずしも十分な内容
とはいえず、今後は、国の政策
課題等に対応した専門的な調査
研究を実施することが求められ
るとともに、研究成果を国の施
策に反映させることができるよ
うにすることが期待される。
　また、調査研究の成果を企画
事業に反映させるなど、各事業
と有機的に連携させることを期
待する。
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アクセス件数

（４）青少年教育情報センターの運営状況

ア.

イ.

ウ.

4,968

基礎的調査「国公立・民間の青少年教育関係施設、青少
年教育関係団体の概要及び主催事業等調査」の結果をも
とに情報提供

子どもが科学する心を培うための星座学習プログ
ラムの研究開発（立山）

34,386

4,215

10,622

イベントガイド

　情報センターの開館は、センター休業日を除くすべての日としている（平成１８年度は３３７日）。また、
「新刊図書コーナー」の設置など、利用者への情報提供サービスに努めている。
　平成１８年度も平成１８年１１月～平成１９年１月の入館者に対してアンケート調査を実施し、２００名か
ら回答を得た。調査の主な結果は、次のとおりである。

青少年教育関係施設

青少年教育関係団体

関係施設・団体のリンク集として情報提供

　蔵書の購入・収集は、選書委員会要項（平成１８年４月１日所長裁定）に基づき、情報センター利用者から
の要望も参考にしつつ、選書委員会において計画的に行い、平成１８年度に新たに購入・収集した蔵書数は、
行政資料・団体資料等１，４０９冊（前年度１，４４４冊）、一般図書１，０４８冊（前年度１，７３９
冊）、定期刊行物等２，００５冊（前年度２，１７９冊）であった。

②利用者サービスの向上

①蔵書の収集状況

来館目的のうち、青少年教育関係の情報収集は１８％（前年度１８％）であった。

（１）調査研究結果の新聞・雑誌等への主な掲載状況

青少年教育関係資料
基礎的調査「青少年教育関係文献・資料の調査収集」の
情報提供

週刊教育資料

日本教育新聞、生涯学習社会の総合情報誌「社会教育」

情報提供内容

電子図書館

研究紀要

　前述の基礎的な調査、専門的な調査研究での成果については、インターネットを通じて以下のように情報提
供を行っている。

　調査研究結果の新聞・雑誌等への主な掲載状況は以下のとおりである。

（２）報告書等の内容及び作成･配布件数

中央教育審議会答申、日本経済新聞、内外教育

日本教育新聞、生涯学習社会の総合情報誌「社会教育」

北日本新聞、富山新聞

　青少年教育指導者や研究者などの青少年教育関係者から、青少年教育に関する理論や実践的な調査研究の成
果を募り、その発表の場を提供するため、「研究紀要」を発行した。（１，２００部）
　この他、基礎的調査、専門的調査研究、地方教育拠点の実践的な調査研究についても報告書を作成し、２７
事業２３，７５０部発行し、関係機関・団体等に配布し、調査研究の成果を提供した。また、２７事業のう
ち、２２事業では報告書をホームページに全文又は概要を掲載し、広く閲覧できるようにした。

掲載された新聞・雑誌等

青少年の自然体験活動等に関する実態調査

調査研究名

青少年活動場所ガイド

小中学年（３、４年生）を対象とした長期自然体
験活動の教育的効果の実証に関する研究～『わん
ぱく！ぼくらの９日間』の事業より～（吉備・平
成１７年度事業）

（２）調査研究の成果等の提供
　インターネットなどを通じ、機構で実施した調
査研究の成果や青少年教育に関する諸文献・資料
等を広く提供する。

○調査研究の成果の提供状況

情報センターを利用するためにセンターへ来所したのは、４０％(前年度４０％)であった。

11,090

8,964

事業報告書等の全文や、基礎的調査「青少年教育に関す
る法令・答申・統計データ等の情報収集」の情報を提供

22,465

各教育拠点の企画事業概要をデータベース化し、公開

学習プログラム事例

青少年教育施設に対する青年のイメージと利用効
果に関する研究（能登）

（３）ＨＰによる情報提供内容及びアクセス件数

情報センターに対する総合的な満足度は、「満足」「やや満足」を合わせて９７％（前年度９５％）で
あった。
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　募集に当たっては、全国各地への周知を図るために、次の広報活動を実施した。

①

②

③

④

助成対象活動区分別交付状況（件数）

助成対象活動区分別交付状況（金額）

　　合　計

（a）子どもの自然体験活動、社会奉仕体験
活動その他の体験活動の振興を図る活動に対
する助成
　子どもの体験活動の振興を図るため、次の
ような民間の諸活動に対して助成金を交付す
る。
①子どもに自然体験、社会奉仕体験、職業体
験、科学技術体験、交流体験等の機会を提供
する活動
②子どもの体験活動を支援するための指導者
養成・派遣等の活動
その際、全国各地で広く、かつ地域に偏りな
く子どもの体験活動機会が提供されるよう留
意しつつ、特色ある新たな取組や、体験活動
の振興を図る取組の裾野を拡げるような活動
を中心に助成を行う。

487

2,620

1,923

314特定非営利活動法人

1,825

確定

５．青少年教育に関する団体に対して、当該団体が
行う活動に対して行う助成金の交付に関する事項

助成事業の実施状況

1,046,853

Ａ 　助成事業については、広報活
動の推進により、１７年度と比
べ応募件数が約１，０００件増
加するとともに、審査体制も整
備されており、評価できる。
　今後は、民間企業等からの出
えん金を増加させ、基金の拡充
を図るため、これまでの取組み
に加え、積極的に出えん金の獲
得のための方策に取り組むこと
を期待する。

合　　　　計

子どもの読書活動

説明会の開催（東京、新潟、大阪、熊本） 

　子どもゆめ基金による助成金交付の対象となる活動は、青少年教育に関する団体が行う「子どもの体験活動の振
興を図る活動」、「子どもの読書活動の振興を図る活動」及び「インターネット等で利用可能な子ども向けの教材
を開発・普及する活動」であり、助成金の交付は次のとおり実施した。

助成対象活動の区分

ホームページに募集案内を掲載

教育情報衛星通信ネットワーク、新聞などのメディアによる「子どもゆめ基金」制度と募集の周知　

決定内定

  平成１８年度は、応募総数３，１８４件、交付希望総額は４，４６１，２７７千円であり、平成１７年度に
比べ９５６件の増となっており、交付希望額も１,０４２,０２１千円の増となっている。

都道府県・市区町村教育委員会、青少年教育関係団体、青少年団体連絡組織、ボランティア協会、ＮＰＯ
法人連絡組織などに助成金募集案内を送付し、管下関係機関への周知を依頼

549

教材開発・普及活動

子どもの体験活動

103

2,022

1,397

384,089

2,978,468 1,134,396

　助成を受けて実施した活動団体の成果や効果を把握するため、平成１７年度助成活動団体への立入調査（９
９団体）において、効果や成果について聞き取り調査を実施したところ、助成金の交付を受けたことにより、
団体にとっての成果や効果があったという回答が多く得られた。

応募団体数

①子どもの読書活動を支援する市民グループ
等がネットワークを構築し、情報交流、合同
研修、連携イベント等を行う活動
②子どもの読書活動の振興方策などについて
の研究協議等を行うフォーラムを開催する活
動
③その他、読書会の開催等、子どもの読書活
動を推進する活動
　その際、全国各地で広く、かつ地域に偏り
なく子どもの読書活動を振興する取組が展開
されるよう留意しつつ、子どもの読書活動の
振興を図る市民グループ等がネットワーク組
織等による、特色ある新たな取組や、読書活
動の振興を図る取組の裾野を拡げるような活
動などを中心に助成を行う。

応募

1,910

団体種別応募状況

団　体　種　別

法人格を有しないが青少年のために活動する団体
など

（c）インターネットその他の高度情報通信
ネットワークを通じて提供することができる
子ども向けの教材の開発を行う活動に対する
助成
　インターネット等で利用可能な子ども向け
教材を開発・普及する、次のような民間の諸
活動に対して助成金を交付する。
①地域の自然や歴史等の情報をデータベース
化し、インターネット等で利用できるような
教材を開発・普及する活動
②直接体験できない分野をバーチャルに体験
できるソフト開発など、子どもの体験活動を
支援・補完する教材を開発・普及する活動
③その他、インターネット等で利用可能な子
ども向け教材を開発・普及する活動

子どもの読書活動

助成対象活動の区分

（単位：千円）

（b）子どもを対象とする読書会の開催その
他の子どもの読書活動の振興を図る活動に対
する助成
　子どもの読書活動の振興を図るため、次の
ような民間の諸活動に対して助成金を交付す
る。

（１）青少年教育に関する団体に対する助成
　青少年教育に関する団体に対して当該団体が行
う以下に掲げる活動に必要な資金に充てるための
助成金を交付する。なお、助成金の交付に当たっ
ては、文部科学省が直接行う同様の助成事業との
役割分担を踏まえ、より効果的・効率的な執行を
行う。また、民間資金の一層の活用に努めるとと
もに、基金事業について所要の見直しを行う。

○助成事業の実施状況、助成金
の交付状況

414

1,214,730

192,908

2,352

28

決定

1,457,826合　　　　計 1,552,187

210

　また、提出する計画調書の様式を簡素化して手続きを簡便化した結果、法人格を有しないが青少年のために
活動する団体など、いわゆる「草の根的な団体」の応募が１，９２３団体となり、５２６団体の応募増となっ
た。

応募団体数

平成１８年度

財団法人・社団法人 114

平成１７年度

230,138教材開発・普及活動

4,461,277

230,150

1,637,788

1,098,720 230,138

180,835

1,844

187,653

応募 確定

3,184

2,532

2,281

409

28

427

内定

28

2,477

子どもの体験活動
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子どもゆめ基金審査委員会の審査体制

ア.

イ.

ウ.

①

②

③

④

⑤

⑥

ア.

イ.

ウ.

⑦

審査委員会：審査基準等の決定。部会の審議結果に基づき、採択する活動及び助成金額を審議決定する。

（１）資金の運用状況

（２）平成１８年度助成金に係る審査状況

　政府からの出資金（１００億円）及び民間からの出えん金として約４,９４７万円（平成１８年度６４件
１，７９６万円を含む累計額）の寄附を受けた。その運用については、元本の保証を確保しつつ運用益の高い
地方債券を購入するなど運用の安全性と収入向上の両立を図り、基金運用益は１億３，２０３万円（対予算比
率１００％）となった。

　機構内における募金箱管理事務取扱の規則を制定して、各教育拠点に募金箱を設置し、募金の確保を
図った。

寄附依頼の掲示板及び寄附者一覧の掲示板を設置

募金箱の寄付依頼掲示を親しみやすいものに改訂

子どもゆめ基金手提げ袋、クリアファイルを更新

専門委員会：専門的見地から、助成金交付計画調書を審査し、助成対象活動の評価・評定を行う。

　子どもゆめ基金委員会の開催回数は、平成１８年２月から３月までの審査期間２ヶ月（各専門委員会による
事前審査書面審査期間を除く）で、審査委員会１回、部会３回、専門委員会７回の計１１回であった。

部　　　会：専門委員会の審議結果に基づき、助成対象活動の採否及び助成金額を審議する。
　　　　　　（＊各部会の構成員は、審査委員会委員及び専門委員会専門委員から選任された者）

③付託

⑤報告

教材開発・普及活動部会
（４人）

審 査 委 員 会（１５人）

教材開発・
普及活動
専門委員会
（５人）

読書活動
専門委員会
（５人）

　「子どもゆめ基金」の認知度の向上を図るとともに、基金に対する一層の周知を図るため、以下の措置
を実施した。

（３）審査状況の公表

　社会貢献を行っている企業、センター利用団体等に対して募金のチラシを送付するとともに、企業・団
体に対し直接募金依頼を行った。

　子どもゆめ基金紹介ビデオ及びホームページを更新した。

　センター構内設置の清涼飲料水等の自動販売機の売り上げの一部を寄附金として受け入れ、寄附の拡充
を図った。

（２）出えん金の募集・広報活動状況

　民間のカード会社と契約し、ポイント還元対象の一つとして「子どもゆめ基金へ募金」を設定し、寄附
の拡充を図るとともに子どもゆめ基金の周知を図った。

　ホームページや子どもゆめ基金ガイド等に基金への募金依頼及び寄附者名を掲載した。また、子どもゆ
め基金ガイドに募金の郵便振替払込書を綴り込み、寄附者の便宜を図った。

基金の拡充を図るため、民間企業等への「子どもゆめ基金」の趣旨及び募金依頼を以下のとおり実施した。

　審査状況等を子どもゆめ基金のホームページに掲載するとともに、平成１８年度の助成団体名、活動名、助
成金交付予定額、専門委員名をホームページへ掲載するほか、都道府県教育委員会にも資料提供を行い客観
性・透明性の確保に努めた。

④報告

体験活動部会（１０人）

自然体験活動
専門委員会
（６人）

科学体験活動
専門委員会
（５人）

③付託 ④報告 ③付託

社会奉仕・
交流体験活動
等専門委員会
（６人）

②付託

④報告

①諮問

（１）　助成金の交付に係る選考手続き等に関し、客観性及び透明性を図るため、「子どもゆめ基金審査委員会」
を設けた。

⑥答申

（３）資金の確保、運用及び管理の客観性及び透
明性

①物価上昇や経済情勢を勘案し、全国規模に
よる法人のメリットを活かして、民間企業等
からの出えん金獲得のための活動を積極的に
行うとともに、国の財政状況を勘案し、かつ
基金業務に支障のないよう資金計画を策定す
る。
②安全性が高い金融機関に対して資金の運用
を委託するなど、資金運用を的確に実施す
る。
③資金の運用及び管理に当たっては、内部牽
制体制を設けるなど、内部組織体制を整備す
る。

○資金の確保、運用管理状況

○基金運用益の確保状況

読書活動部会
（４人）

理 事 長（a）審査委員会の設置
　助成金の交付を適正に行うため、外部有識
者からなる審査委員会を設置（必要に応じて
分野ごとの専門委員会を置く。）し、助成対
象活動及び交付額について審査を行う。
 （b）選定基準の策定
　助成金の交付対象の適切な採択に関し、選
定に関する基準を策定する。
 （c）採択結果の公表
　助成金交付に関する採択結果をホームペー
ジやパンフレットなどで公表する。

（２）選考手続き等の客観性及び透明性の確保
　助成金の交付に係る選考手続き等に関し、客観
性及び透明性の確保を図るための体制等を整備す
る。

○選考手続きの実施状況
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① 「子どもゆめ基金ガイド２００６」の作成配布（12,000部作成）

② 子どもの読書活動推進フォーラム（参加者382人）

③ 少年少女自然体験交流事業（太平洋諸島の子どもたち60人、日本の子どもたち150人）

④ 全国ユースフォーラム（参加高校生291人）

⑤

⑥ 障害者スポーツふれあい事業（パラリンピックキャラバン）（参加者約3,700人）

⑦ 日中韓子ども童話交流事業（参加者99人）

⑧

（１）シンボルマークの制定

（２）マスメディアを活用した広報活動

（３）ホームページ等インターネットを活用した広報活動

（４）広報を目的としたイベントの開催や参加

　全国的な規模で子どもたちの体験活動や読書活動の重要性を認識できる機会を提供することが必要であり、平成
１８年度は次の普及啓発事業を実施した。

　地域のテレビ局や新聞社等のマスメディア各社に対し、各教育拠点における企画事業の募集・紹介や、特色
ある研修支援事業の紹介等について、積極的に記事掲載や取材依頼等を行った。

　また、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律」に基づ
き、平成１９年９月末までに環境報告書を策定・公表することが義務づけられていることから、当該報告書の策
定・公表に向けた審議・検討体制を構築することとし、「独立行政法人国立青少年教育振興機構環境委員会」を設
置した。
　なお、平成１８年度におけるＣＯ２排出量は２３，５６５ｔであった。

少年の主張全国大会（全国大会の主張者13人、応募数約54万件、地方大会約19,000人、全国大会約800人）

教育情報衛星通信ネットワーク（エル・ネット）などのメディアを活用した事業（全国に約2,000箇所の受
信会場）

　青少年教育のナショナルセンターとして機構の存在を広く周知するため、機構のシンボルマークの公募を実
施し、全国から３０８件の応募があり、シンボルマークを決定した。

　平成１８年度の施設・設備の整備に当たっては、施設利用者の安全・安心、並びに研修・宿泊等環境の改善を図
るとともに、身体障害者や環境への配慮（アスベストの除去）等、社会的に重要な問題への対応を行った。

　旧青少年教育３法人の統合に併せて機構としての新たなホームページの立ち上げを行った。
　各教育拠点においては、ホームページ作成のための研修を職員が受講すること等により資質向上を図り、既
存のホームページをよりわかりやすく効果的なものにするための改善・改修等を行った。
　また、青少年教育関係団体等のメーリングリストやメールマガジンを活用しての企画事業の参加者募集や４
教育拠点においては、独自でメールマガジンを発行した。

　茨城県で開催された全国生涯学習フェスティバル「まなびピア」へ出展し、広く機構の事業紹介を行った。
その他にも、他団体が主催する１６のイベント等へ参加し、広報活動を行った。
　機構が設立・発足したことを記念し、「機構設立記念イベント」（～つながりのうたをうたおう～）を開催
するとともに、各教育拠点においても、広報を目的としたイベントを開催し、地方教育拠点の行う事業につい
ての理解増進と利用者数の増加を図った。

（３）青少年教育の理解増進等のための広報の充
実
　国民の青少年教育に対する理解を増進するとと
もに、教育拠点の研修利用の促進を図るため、企
画事業等の目的・内容や各教育拠点の情報などに
ついて、インターネットやマスメディアの積極的
な活用、刊行物等広報関係資料の配付や青少年教
育に関連するデータベースの構築・更新などによ
り、広く広報する。

（２）子どもの体験活動等の重要性についての普
及・啓発
　子どもの健全な育成を図るため、子どもの体験
活動や読書活動の重要性に関する普及・啓発を行
うための事業及び子どもたちや関係者等が意見を
発表、交換する機会を提供する事業を実施する。

（１）施設・設備の充実
　利用者の意見やニーズを把握し、青少年教育指
導者その他の青少年教育関係者に対する研修及び
団体宿泊訓練等青少年に対する研修が効果的に行
われるよう、必要な施設・設備の充実を計画的に
実施する。

６．附帯する業務に関する事項

○普及・啓発事業の実施状況

○広報の実施状況

○施設・設備の充実状況

附帯業務の実施状況

Ａ 　子どもたちの体験活動の重要
性を認識できる機会を提供する
ため、様々な取組みが行われて
おり、評価できる。
　今後は、これらの取組みによ
る成果を把握し、事業の充実に
努めることを期待する。
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S A B
C F
評定

Ⅲ ※

 　
　 　 　 　 　 　

　

　

・自己収入の確保に係る方策の検討状況

Ⅳ ※

 平成１８年度は該当なし。

Ⅴ ※

平成１８年度は該当なし。

Ⅵ ※

平成１８年度は該当なし。

○財務内容の改善に関する事項

１短期借入金の限度額

２想定される理由

　収入面に関しては、実績を勘案しつつ、計画的
な収支計画による運営を図る。また、管理業務の
効率化を進める観点から、毎事業年度において、
適切な効率化を見込んだ予算による運営に努め
る。
（１）予算（中期計画の予算）
（２）収支計画
（３）資金計画

７億円

予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及
び資金計画

短期借入金の限度額

中 期 計 画 の 各 項 目

平成１８年度自己収入決算額

104.1%
１，０４６，７５８千円

・（収支計画の実績については、業務実績報告書３０～３２ページ参照）

評 価 に 係 る 実 績

平成１８年度自己収入予算額

　平成１８年度においては、国立青少年交流の家及び国立青少年自然の家における一般利用者への施設使用料
の導入について検討・決定及び導入に向けての準備を行った。

１，００５，７３４千円

重要財産の処分等状況

短期借入金の借入状況

計画の予定なし

（１）利用者サービスのための施設設備の整備
（２）主催事業及び調査研究事業

剰余金の使途

剰余金の使用等の状況

　運営費交付金の受入れの遅延及び事故の発生等
により緊急に必要となる対策費として借入するこ
とも想定される。

重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

○自己収入の確保状況

○収支計画の実績

評 価 基 準

Ｆ

70%
未満

100%
以上

Ｃ

評　価　指　標
又　は

評　価　項　目 Ａ

各委員の協議により、評定を
決定する。

（決算額/予算額）

Ｓ

70%
以上
100%
未満

Ｂ

各委員の協議により、評定を
決定する。

 

各委員の協議により、評定を
決定する。

各委員の協議により、評定を
決定する。

 

必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述

必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述

評 定

Ａ

Ａ

必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述

留　意　事　項

　自己収入について、予算額を
上回る実績を上げており、評価
できる。
　今後とも、自己収入の確保に
努めるよう期待する。

必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述
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S A B
C F
評定

Ⅶ ※

（２）耐震化の状況

木製手摺改修

150,443

サービス棟トイレ改修

109,252

合　計

諫　早

2,783

事業費

事業費

（単位：千円）

江田島

合　計

14,700

547,605

　長期的な視野に立ち、施設の更なる安全・安心の面から、利用者が快適に施設・設備を利用できるよう「高齢
者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築の促進に関する法律」等に基づいた施設整備を実施した。

岩手山

事業名

（単位：千円）

28,551

事業名

143,535

磐　梯 宿泊棟耐震補強等改修（２－２）

事業費教育拠点名

淡　路

144,375

（単位：千円）

　耐震改修が必要な建物数52棟のうち、平成１７年度までに20棟が耐震改修済みとなり、平成１８年度（当初
予算）においては4棟の耐震改修が終了した。

評 価 に 係 る 実 績

山口徳地

○施設・設備に関する長期的計
画の策定状況

評 価 基 準

Ａ

○バリアフリー化の状況

１．施設・設備に関する事項

　その他文部科学省令で定める業務運営に関する
事項

（１）施設・設備に関する保守・管理の長期的な
計画を策定し、当該計画に基づく保守・管理を行
うとともに、防災研修の充実、快適な食・住環境
の確保の観点からも、必要な施設・設備の改善等
を計画的に進める。

（２）「高齢者、身体障害者等が円滑に利用でき
る特定建築物の建築の促進に関する法律」の基準
に従い、身体障害者等が円滑に施設及びサービス
を利用できるよう、計画的な施設整備を進める。

評　価　指　標
又　は

評　価　項　目

○その他業務運営に関する重要事項

中 期 計 画 の 各 項 目

各委員の協議により、評定を
決定する。

Ｂ Ｃ ＦＳ

プレイホール耐震補強等改修

宿泊棟耐震補強等改修（２－１）

管理研修棟耐震補強等改修

センター棟サイン改修

・バリアフリー化の達成状況

教育拠点名

センター

［運営費交付金］

トイレ・洗面所改修

（１）施設整備中・長期計画の策定

　中期目標、中期計画及び平成１８年度計画に基づき、各教育拠点の現状について分析・検討した結果、統一
的・共通的基準を基に施設整備中・長期計画を策定した。

阿　蘇 オリエンテーション室前舗装

［施設整備費補助金］

阿　蘇

乗　鞍

教育拠点名

1,460

事業名

Ａ
必要に応じて評定を出すに至った
背景や理由、改善すべき事項、目
標設定の妥当性等を記述

Ａ

評 定

　施設整備については、国から
の予算の交付状況に影響を受け
るが、予算どおり執行されてお
り、評価できる。

留　意　事　項

つどいの広場改修

［施設整備費補助金］

7,193

86,764

2,415
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各教育拠点が実施した内部研修

1

コミュニケーション能力に関する研修

（１）人事管理の実施状況

その他

実地研修

独立行政法人の経営に関する研修

教養啓発に関する研修

実務研修

件数

8

（３）人事交流の状況

実務研修

その他

（２）人事交流の実施

25

271

295

（平成１９年３月末日現在）

　効率的な法人運営の推進や組織の活性化の観点に基づき、国立大学法人等文部科学省関係機関、地方公共団
体、民間団体との間で広く計画的な人事交流を行い、多様な人材の育成・活用に取り組んでいる。

合　　計

区　　　分
受け入れ状況

170

11

地方公共団体

出向状況

交流先機関数

359 4

文部科学省関係機関

4

4

52

188

　旧青少年教育３法人の前中期計画における期末の常勤職員数の見込みの合計６３５人に対し、現中期計画におけ
る期初は１０人減の６２５人、期末の見込みは５９２人となっている。
　平成１８年度における常勤職員数は６１３人となっている。

民間団体

合　計

交流先機関数

40

93

4

（２）人員に関する指標
　常勤職員について、その職員数の抑制を図る。

（１）方針

○常勤職員の抑制状況

２．人事に関する計画

○職員研修の実施状況

③関係機関、民間団体との間で、広く計画的
な人事交流を行い、多様な人材を確保する。

○人材確保の状況

①青少年をめぐる諸課題に総合的に対応し、
より一層、その施策を効果的かつ効率的に推
進するため、人員を適正に配置する。また、
業務の質・量に応じた定期的な人員配置の見
直しを行う。

②職員に対し、企画力、指導力、接遇サービ
スの向上などを目的とした、多様で体系的な
研修機会を設け、計画的な人材養成を行う。

○人事管理の実施状況

77

54

　人員の適正配置を図り、業務の質・量に応じた人員配置の見直しを定期的に行った。また、研修等を通じ
て、職員の資質向上・意識改革を図るとともに、人事交流等による多様な人材の活用などに積極的に取り組ん
だ。また、人員削減計画を策定し、統合効果による１０名の人員削減を含め、平成２２年度当初までに段階的
に人員を削減することとした。

外部の研修に参加

主な研修の実施状況・参加状況一覧（企画事業・研修支援事業における職員研修の実績を含む。）

実施件数 参加者数(人)

1

1

2

2

10

53 385

55

合　　計

41

30

270

3

6

参加者数(人)

安全指導等に関する研修

各教育拠点で行った研修

（２）研修の実施

本部が実施した研修

区　　　分

1

新任職員に対する研修

事業の指導に関する研修

2

10

　職員の資質向上・意識改革を図るため「平成１８年度職員研修計画」に基づき、機構本部主催により様々な
研修を実施したほか、外部機関が主催する研修に積極的に職員を参加させた。また、教育拠点においても同様
に研修を実施し職員を参加させている。

接遇に関する研修

参加者数(人)

17

件数

新任職員に対する研修

独立行政法人の経営に関する研修

教養啓発に関する研修

70

区　　　分

　人事に関する計画について
は、中期目標期間を見据え、人
員の計画を立てるとともに、研
修についても計画を立てて実施
しており、評価できる。
　今後は、研修を実施したこと
により得られた成果と課題を的
確に把握し、研修の充実に向け
て取り組むことを期待する。

Ａ

12

742

国際性の涵養に関する研修

事業の指導に関する研修

275

91

9494

65

9

8

74

126

7

人事交流者数人事交流者数

3

13

503

1,431

3,649 370

30 52

57

68131 79

44

6 8

1 19

115

17

166

207 16
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